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臨床調査個人票による特発性大腿骨頭壊死症の関連因子に関する地域性の検討 
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臨床調査個人票データを用いて特発性大腿骨頭壊死症(ONFH) 新規登録患者の疫学像を調査し、ONFH

関連因子における地域性について検討した。2004 年から 2013 年までに臨床調査個人票に新規に登録された

ONFH患者 15386名を対象とした。男女比は 1.3倍であり、男性で 40代、50代に女性で 60代に一峰性のピー

クを示した。都道府県別の ONFH患者登録数は人口数と有意な相関を認めた。各関連因子の有無の割合につ

いて、全ONFH患者と各都道府県のONFH患者で比較したところ、ステロイド関連については、明らかな地域性

は特定できなかった。アルコール関連については、性別に関わらず東京と沖縄が有意に多く、地域性があること

が示唆された。 

 

 

1. 研究目的  

本邦における特発性大腿骨頭壊死症(ONFH)の疫

学調査には、定点モニタリング、全国疫学調査、臨床

調査個人票がある。定点モニタリングは毎年、難病疫

学研究班所属施設を対象に調査・分析され、所属班

員が疾患診断を行っていることから診断信頼性は高

いと考えられている。全国疫学調査と臨床調査個人

票は全国規模での調査であり、全国疫学調査は難病

疫学研究班主導で 2004 年と 2014 年と 10 年毎に調

査分析されている一方、臨床調査個人票は指定難病

新規申請及び更新申請時に毎年調査がされている。

両調査は全国規模の調査である点、及び難病疫学

研究班所属施設以外の施設も含まれている点で共

通している。両調査は、全国疫学調査が全国の整形

外科から無作為抽出された施設の患者を対象として

いる点や、臨床調査個人票が難病受給者のみを対

象としている点で異なっている。臨床調査個人票に

ついて、これまで全国規模での分析はなされていな

い。本研究の目的は ONFH 新規患者の臨床調査個

人票における疫学像を調査集計した。 

 

2. 研究方法 

2004年から 2013年までに新規発症として、臨床調

査個人票に登録されたONFH患者15049名を対象と

した。性別毎の年齢分布、両側性/片側性、type 分

類による病型分類、stage 分類による申請時の病期分

類、関連因子を調査した。また、都道府県毎の

ONFH 患者数に調査し、2009 年の各都道府県人口

との相関を調べた。さらに、「ステロイド関連」、「アル

コール関連」について全 ONFH 患者の割合に対する

都道府県毎の割合のオッズ比について調査した。 

 

3.  研究結果 

 登録患者は男性: 8591 例、女性: 6458 例と男女比

は 1.33 であった。平均年齢は男性 48.2 才(8-91 才) 

女性  55.8 才(9-92 才)であった。年齢別の割合とし

て、男性で 40 代、50 代に女性で 60 代に一峰性のピ

ークを示した(図 1)。罹患肢は両側：6518 例（49%) 片

側: 6775 例(51%), 不明 1756 例 であった。 

 

 

図 1：年齢分布 
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Type 分類は Type A: 1080 股 (5.5%)、Type B: 

2013 股(10.3%)､Type C-1: 5182 股 (26.5%)、Type 

C-2: 11278 股 (57.7%), であった。 

Stage 分類は、Stage 1: 2788 股 (14.1%)､ Stage 2: 

4713 股 (23.8%)、Stage 3（Stage 3a + stage 3b）: 7842

股 (39.7%)、Stage 4: 4419 股 (22.4%)であった。 

関連因子の割合は男性で、ステロイド関連：2384

例 (28.6%)、アルコール関連：3939 例 (47.2%)、両方

あり: 510 例 (6.1%)、両方なし: 1504 例 (18.0%)、女性

で、ステロイド関連：3123 例 (49.8%)、アルコール関

連：583例 (9.3%)、両方あり: 113例 (1.8%)、両方なし: 

2446 例 (39.0%)、であった。 

 

都道府県別の ONFH 患者登録数(表１)及び 2008

年都道府県別人口との分布図(図 2)を示す。 

 

北海道 201 滋賀県 13 

青森県 266 京都府 419 

岩手県 145 大阪府 1442 

宮城県 246 兵庫県 813 

秋田県 117 奈良県 55 

山形県 155 和歌山県 93 

福島県 308 鳥取県 96 

茨城県 364 島根県 168 

栃木県 379 岡山県 280 

群馬県 281 広島県 430 

埼玉県 840 山口県 366 

千葉県 635 徳島県 78 

東京都 1138 香川県 12 

神奈川県 1578 愛媛県 61 

新潟県 3 高知県 91 

富山県 211 福岡県 402 

石川県 269 佐賀県 17 

福井県 230 長崎県 163 

山梨県 108 熊本県 75 

長野県 304 大分県 140 

岐阜県 235 宮崎県 99 

静岡県 284 鹿児島県 117 

愛知県 540 沖縄県 197 

三重県 124 海外 14 

表 1: 都道府県別の ONFH患者数(人) 

 

図 2: 都道府県別の ONFH 患者登録数と 2009 年都

道府県別人口との分布図 

 

 

両者に有意な相関（R2=0.7564, P < 0.001）を認

めたが、登録数が 20人以下という都道府県（赤点

線：新潟県、香川県、滋賀県、佐賀県）を認めた。 

 

ONFH関連因子がステロイドである割合が、全男

性 ONFH 患者に対して各都道府県での割合が有意

に高値であったのは栃木県、低値であったのは、

オッズ比が低い順に高知県、沖縄県、石川県、福

岡県、東京都であった（表 2, 図 3）。 

 

高値の都

道府県 

オッズ比 

(95% CI) 

低値の 

都道府県 

オッズ比 

(95% CI) 

栃木県 1.44 

(1.08-1.90) 

高知県 0.39 

(0.20-0.78) 

  沖縄県 0.64 

(0.43-0.95) 

  福岡県 0.69 

(0.51-0.92) 

  東京都 0.78 

(0.66-0.92) 

表 2: 男性におけるステロイド関連の割合が全国

での割合と比し有意差を認める都道府県及びオッ

ズ比 
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図 3: 男性におけるステロイド関連の割合が全国

での割合と比し有意差を認める都道府県の分布 

 

全女性 ONFH 患者に対して各都道府県での割合が

有意に高値であったのは、オッズ比が高い順に愛

媛県、群馬県、岩手県、長崎県、愛知県、福島県、

低値であったのは、オッズ比が低い順に東京都、

静岡県、山口県、福井県であった（表 3, 図 4）。 

 

高値の 

都道府県 

オッズ比 

(95% CI) 

低値の 

都道府県 

オッズ比 

(95% CI) 

愛媛県 2.34 
(1.03-5.32) 

東京都 0.57 
(0.46-0.78) 

群馬県 2.27 
(1.58-3.26) 

静岡県 0.64 
(0.44-0.92) 

岩手県 1.93 
(1.06-3.51) 

山口県 0.66 
(0.49-0.89) 

長崎県 1.76 
(1.08-2.87) 

福井県 0.67 
(0.47-0.96) 

愛知県 1.60 
(1.19-2.15) 

  

福島県 1.49 
(1.04-2.14) 

  

 

表 3: 女性におけるステロイド関連の割合が全国

での割合と比し有意差を認める都道府県及びオッ

ズ比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4: 女性においてステロイド関連の割合が全国 

 

図 4: 女性におけるステロイド関連の割合が全国

での割合と比し有意差を認める都道府県の分布 

 

ONFH 関連因子がアルコールである割合が全男性

ONFH 患者に対して各都道府県での割合が有意に

高値であったのはオッズ比が高い順に沖縄県、東

京都、神奈川県、低値であったのは、オッズ比が

低い順に福井県、静岡県であった（表 4, 図 5）。 

 

高値の 

都道府県 

オッズ比 

(95% CI) 

低値の 

都道府県 

オッズ比 

(95% CI) 

沖縄県 1.49 

(1.04-2.13) 

福井県 0.55 

(0.37-0.82) 

東京都 1.26 

(1.08-1.47) 

静岡県 0.73 

(0.53-0.99) 

神奈川県 1.16 

(1.01-1.34) 

  

表 4: 男性におけるアルコール関連の割合が全国

での割合と比し有意差を認める都道府県及びその

オッズ比 
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図 4: 男性におけるアルコール関連の割合が全国

での割合と比し有意差を認める都道府県の分布 

 

高値の 

都道府県 

オッズ比 

(95% CI) 

低値の 

都道府県 

オッズ比 

(95% CI) 

沖縄県 2.94 

(1.70-5.07) 

大分県 0.00 

(0.00-0.00) 

東京都 1.95 

(1.51-2.51) 

埼玉県 0.53 

(0.35-0.82) 

表 4: 女性におけるアルコール関連の割合が全国

での割合と比し有意差を認める都道府県及びその

オッズ比 

 

全女性 ONFH 患者に対して各都道府県での割合が

有意に高値であったのは、オッズ比が高い順に沖縄

県、東京都、低値であったのは、オッズ比が低い順に

大分県、埼玉県であった（表 5, 図 6）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ステロイド高値、アルコール低値を共に認めたのは石

川県、栃木県であった一方、アルコール高値、ステロ

イド低値を共に認めたのは、沖縄県、東京都であっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5: 女性におけるアルコール関連の割合が全国

での割合と比し有意差を認める都道府県の分布 

 

 

 

4. 考察 

本研究で用いた臨床調査個人票のデータは ONFH

に対する難病受給申請のために患者自身が地方自

治体に申請して、地方自治体から各医療機関に臨床

調査個人票記載の依頼を行い地方自治体が国に登

録して得られたデータである 1,2)。この臨床調査個人

票の 10年間のデータを収集し、各都道府県における

ONFH 患者数及び、その関連因子について調査した。

過去には臨床調査個人票を用いた県レベルでの報

告はあるが 3,4)、本研究は臨床調査個人票を用いた全

国レベルで調査した最初の研究である。また、登録

症例数についても他の国のおける ONFH 疫学での

報告 5-7) と比べ、過去最大レベルである。 

  登録患者数は経年的に 2012 年まで増加してい

た。2013 年に登録用紙の minor change があり、デー

タが登録されていない可能性がある。日本における

推定年間 ONFH 新規発症率は人口 10 万人あたり

1.77 人(1.34 人～2.35 人)であり、これまで、限定され

た地域においては、人口 10 万人あたり 2.58 人 3)、ま

た、日本における推定新規発生率が 1.91 人 4)と報告

され、ほぼ一致している。各都道府県の ONFH 登録

数は人口と有意に相関を認めたものの、一部に登録

患者数が極端に低い都道府県も散見された。これら

の都道府県は特定の地域に偏在しているわけでなく、
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その都道府県で ONFH が発生・発症していないとは

考えにくく、地方自治体によっては、ONFH 難病登録

が適切に行われていない可能性がある。そのため、

今回の年間新規発症率が以前の報告より少なかった

のかもしれない。 

本研究において男女比は約 1.33 倍であり、年齢分

布について、男性は 40 代、50 代に、女性は 60 代に

一峰性のピークを示した。日本における特定専門病

院 11 施設における 1997-2011 の定点モニタリング調

査によると、男女比で1.7倍、男性・女性とも30代をピ

ークとした年齢分布であったと報告している 8)。また、

本邦において、全国の整形外科から無作為抽出され

た施設の患者を対象とした全国疫学調査について報

告では、男女比は 1.44倍で、また男性は 40才代、女

性は 30 才代をピークとした年齢分布であったと報告

している 9)。本研究では、患者自身が医療費助成の

目的を含めて申告し収集されたデータである点がこ

れらのデータとは異なる。同じ臨床調査個人票を用

いた福岡県での報告では男女比は 1.56 倍であるが

[4]、男女とも 50 才代が最も多い年齢分布であり、全

国で調べた自験例と同等の傾向を示していた。調査

の違いによりその患者背景も異なっていることが示さ

れ、その違いを踏まえた上で、それぞれの研究結果

を解釈する必要がある。また、調査期間において、疫

学的特性は経時的に変化していなかった。 

都道府県別の関連因子の ONFH 発生に対する関

与を全 ONFH 登録患者と比較検討した。国内での関

連因子の違いについての報告としては、初めての報

告である。男性はアルコール関連が多い一方、女性

はステロイド関連が多かった。ステロイド関連が全国

分布より有意に高かった都道府県は各地に分散して

おり一定の傾向はなかった。ステロイドを使用する原

疾患は様々であり、そのため地域性はないであろうと

考えられた。一方、アルコール関連が有意に高値を

示す県は、男女とも沖縄県と東京都であった。ステロ

イド関連において東京で男女とも有意に低値であっ

た。アルコール摂取については地域によって異なるこ

とが知られている。US においてはいくつかの報告で、

飲酒率は大都市が非大都市に比べ高かったと報告

している 10)。一方、インドのBuilding a Knowledge Base 

on Population Aging in India (BKPAI)のデータによる

とアルコール飲酒率は田舎の方が都会より多かった

と報告されている 11)。このように国ごとにより、また地

域ごとにより飲酒の傾向は異なる。日本において、一

人当たりのアルコール摂取量が最も多いのは東京で

あった 12)。先進国ではアルコール摂取量は田舎に比

べ大都市の方が多いのかもしれない。また、このこと

が東京でアルコール関連が有意に高いことの原因の

一つかもしれない。 

アルコールの過剰摂取は、他の病気に関連してい

ることはよく知られている。アルコール過剰摂取により、

肝疾患が生じることはよく知られており、2010 年の日

本での肝疾患年齢調整死亡率をみると、男性では沖

縄県が全国で最も高く、東京は第 3位である。女性で

も沖縄県が 2 位である 13)。このように沖縄県は肝疾患

死亡率が他の都道府県と比べ高い。常染色体 SNP

を用いた遺伝子型データの解析による、日本人の遺

伝的集団構造を調べた研究で、琉球人(主に沖縄県)

は本土人（沖縄県以外の 46 都道府県）が遺伝的に

明瞭に分かれることが確認されており 14)、何らかの遺

伝的背景の違いがアルコール代謝に影響を及ぼし、

アルコール関連ONFHの発生を含めたアルコールに

関連する疾患の発生に寄与している可能性がある。 

 

5. 結論 

臨床調査個人票のデータを収集し、各都道府県にお

ける ONFH 患者数及び、その関連因子について全

国の割合と比較検討した。特定の都道府県において

は、関連因子の割合が有意に全国の割合異なって

いた。 
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